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令和４年度社会医療法人制度及び税制改正要望について  

 

 高齢化の進行や医療技術の進歩、国民の意識の変化など、医療を取り巻く  

環境が大きく変化しております。社会医療法人は、地域医療の重要な担い手  

である医療法人の中で、特に地域に必要な救急医療、精神科救急医療、災害  

医療、へき地医療、周産期医療及び小児救急医療の提供を担っています。  

 しかしながら、これらの医療はいわゆる不採算医療であり、今後とも社会  

医療法人が国民の医療に対する安心、信頼を確保し、質の高い医療サービス  

を適切に提供するために社会医療法人に関する制度及び税制に関し、下記要  

望事項を掲げました。  

 つきましては、その実現に向け格段のご配慮をお願いいたします。  

 

記 

 

Ⅰ 社会医療法人制度について  

 １．救急医療等確保事業に係る業務の実績基準の見直し  

  ２．訪日外国人向け医療提供体制の整備と医療税制の整合性の確保  

 ３．救急医療等確保事業への感染症医療の追加  

 ４．法定外部監査の一時停止  

 

Ⅱ 社会医療法人に関する税制について 

 １．社会医療法人に対する寄附税制の整備  
 ２．社会医療法人が発行する社会医療法人債の利息の非課税  
 ３．社会医療法人の行う医療保健業の収益事業除外における業務区分撤廃  
 ４．社会保険診療報酬等の非課税に伴う控除対象外消費税問題の抜本的な  
   解決  

 ５．固定資産税の非課税範囲の拡充  



 
 

（別紙）  

 

Ⅰ 社会医療法人制度について  
 
 １．救急医療等確保事業に係る業務の実績基準等の見直し  
 

 

 社会医療法人制度の安定と一層の普及を図るため、社会医療法人の救急  
医療等確保事業に係る業務の実績基準等を社会の変化および地域の実情等  
を踏まえた要件とされたい。特に、周産期医療の分娩実施件数の基準およ

び救急医療の搬送件数の基準を緩和していただきたい。（医療法第４２条

の２第１項第５号）  

 

 
 [理 由] 

   現行の認定要件の救急医療等確保事業中、きわめて実績基準のハード  

  ルが高く、かつ、当該地域の人口や社会環境の変化という外的事情によ  

  り、実績基準充足の可否が大きく左右されるものがある。具体的には、  

  周産期医療の実績基準が挙げられる。従来からの少子化傾向に加えて、  

  新型コロナウイルス感染症拡大の影響でさらに少子化に拍車がかかり、  

  ２０２０年度は１８９９年の統計開始以来過去最少の出生数であり、今  

  後も出生数は低水準が予想される。周産期医療の実績基準を満たすこと  

  は非常に厳しくなってきているため、分娩実施件数の基準を是非とも緩  

  和していただきたい。  

   また、新型コロナウイルス感染症の影響による救急搬送件数の減少は  
  実績基準充足を脅かすほど大きく、このままでは認定取消しにつながり  

  かねない。  

   こうした社会医療法人制度の根幹に及ぶ課題を解消するためには、現  

  行の実績基準等を地域の実情等を踏まえて柔軟に運用する必要がある。  

   社会医療法人制度の安定と一層の普及を図るため、社会医療法人の救  
  急医療等確保事業に係る業務の実績基準等は社会の変化及び地域の実情  

  等を踏まえた要件とされたい。  

    
 
 
 
 
 



 
 

 ２．訪日外国人向け医療提供体制の整備と医療税制の整合性の確保   
 

  

 訪 日 外 国 人 向 け 医 療 提 供 体 制 の 整 備 が 必 要 と さ れ て い る 中 で 、  

医 療 機 関 が 外 国 人 へ の 医 療 提 供 を 実 施 す る こ と に よ り 、 自 費 患 者  

へ の 医 療 費 の 価 格 設 定 や 、 社 会 保 険 診 療 収 入 以 外 の 収 入 増 加 の 面  

で 、 税 制 上 の 不 利 益 を 生 じ な い よ う に 、 整 合 性 を 確 保 し て い た だ  

き た い 。  

（ 平 成 ３ ０ 年 ４ 月 ２ ７ 日 ・ 自 由 民 主 党 政 務 調 査 会 ・ 外 国 人 観 光 客  

に 対 す る 医 療 Ｐ Ｔ 第 一 次 提 言 、 医 療 法 施 行 規 則 （ 昭 和 ２ ３ ・ １ １  

・ ５ 厚 令 ５ ０ ） 第 ３ ０ 条 の ３ ５ の ３ 、 第 ５ ７ 条 の ２ 、 租 税 特 別 措  

置 法 施 行 令 第 ３ ９ 条 の ２ ５ 第 １ 項 第 １ 号 に 規 定 す る 厚 生 労 働 大 臣  

が 財 務 大 臣 と 協 議 し て 定 め る 基 準 関 係 ）  

 

 

 [理 由] 

   新型コロナウイルス感染症拡大により訪日外国人観光客は激減した  

  が、今後世界各国のワクチン接種が進み渡航制限が緩和された後は再び  

  増加すると予想される。  

   これに伴い外国人への医療提供体制の整備も必要とされ、医療機関に  

  は多言語でのコミュニケーション体制整備、医療コーディネーターの養  

  成・配置等による負担が新たに発生してくるが、その費用は自由診療の  

  枠組みの中で患者に請求せざるを得ない。  

   一方、社会医療法人や特定医療法人、認定医療法人には、次のような  

  制約が課されている。  

    ①自費患者への請求金額は社会保険診療報酬と同一の基準により計  

     算されること  

    ②社会保険診療収入が全収入の 80％を超えていること。  

   現行制度のままでは、外国人医療という政策課題に応ずることが、上  

  記法人の認定、承認の取消し事由にならないとも限らないのである。  

   外国人への医療提供の拡大に際しては、上記のような医療税制と整合  
  性をとり、医療機関が不利益を被ることのないよう措置していただきた  
  い。  
    
 
 
 
 



 
 

 ３．救急医療等確保事業への感染症医療の追加  
 

 
 社会医療法人が行う救急医療等確保事業に感染症医療を追加してい  
ただきたい。  
 

  
 ［理  由］  
   昨年からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続く状況におい  
  て、社会医療法人が開設する多くの病院が新型コロナウイルス感染症重  
  点医療機関あるいは協力医療機関として多数の陽性患者を受け入れてき  
  た。社会医療法人は、地域医療の担い手としてその存在・役割が今後ま  
  すます重要になると考えられる。その観点から、社会医療法人が行う救  
  急医療等確保事業の６番目の事業として感染症医療を追加していただき  
  たい。  
 
 
 ４．法定外部監査の一時停止  
  

 
 社会医療法人の法定外部監査について、一時停止の措置を講じてい  
ただきたい。  
 

   
 ［理  由］  
   新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により社会医療法人の業  
  務が増大し、医療法第５１条第５項に基づく公認会計士等監査への対応  
  に支障が生じている状況がある。高い公益性を持つ社会医療法人の運営  
  に必要な法定外部監査であることを認識しつつも、社会医療法人が置か  
  れている厳しい状況に鑑み、一時停止の措置を講じていただきたい。  
    



 
 

Ⅱ 社会医療法人に関する税制について  
 

１．社会医療法人に対する寄附税制の整備  

 

 

 社会医療法人を税法上の特定公益増進法人とし、これらに対して寄附が  

行われた場合、寄附をした側については支出額の一定部分を所得税法上の  

寄附金控除の対象および法人税法上の損金としていただきたい。（所得税  

法第７８条第２項第３号、所得税法施行令第２１７条、法人税法第３７条  

第４項、法人税法施行令第７７条）  

 

  
 [理 由] 

   社会医療法人は救急医療、精神科救急医療、災害医療、へき地医療、  

  周産期医療及び小児救急医療のような採算性の乏しい公益医療事業を、  

  地方自治体に交付される特別交付税からの繰り入れなしに運営してい  

  る。  

   社会医療法人は、医療法第４２条の２第１項第６号の公的な運営が確  

  保されている公共性・公益性のきわめて高い医療法人であり、その存続  

  ・発展を図ることは公益の増進に資する。また、平成２９年４月からほ  

  ぼ全ての社会医療法人に法定外部監査の導入が義務づけられ、法人の公  

  的運営が厳しくチェックされている。  

   社会医療法人を特定公益増進法人とし、社会医療法人が行う採算性の  

  乏しい救急医療等確保事業等を充実強化することは、今後の国家財政が  

  厳しい時代に超高齢化社会を支えるためにぜひとも必要である。  

   社会医療法人の多くは新型コロナ感染症対応にあたり、これにより厳  

  しい経営状況に置かれているが、今後も逼迫した経営状況は続くと予想  

  される。今回のコロナ禍に、一般市民や企業から寄附の申し出を多数受  

  けているが、税制上の措置がなされていないため寄附者の意思を生かせ  

  ていない。  

   高い公益性をそなえた社会医療法人に対して、公的病院に対すると同  

  等の寄附税制を早急に整備していただきたい。  

 

 

 

 

 

 



 
 

 

２．社会医療法人が発行する社会医療法人債の利息の非課税  

  

 

[理  由 ]  

  社 会 医 療 法 人 は 、 現 在 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 へ の 対 応 等  

 の た め 厳 し い 経 営 状 態 に あ る 。 社 会 医 療 法 人 が 発 行 す る 社 会 医 療  

 法 人 債 の 利 息 を 全 額 非 課 税 と す る こ と に よ り 、 社 会 医 療 法 人 債 発  

 行 に よ る 資 金 調 達 が 容 易 と な り 、 経 営 の 安 定 化 が 見 込 ま れ る 。 高  

 い 公 益 性 を 持 つ 社 会 医 療 法 人 の 経 営 安 定 は 、 地 域 に 質 の 高 い 医 療  

 サ ー ビ ス を 安 定 し て 継 続 的 に 提 供 す る 上 で 重 要 で あ る 。  

  し た が っ て 、 社 会 医 療 法 人 が 発 行 す る 社 会 医 療 法 人 債 に 係 る 利  

 息 収 入 は 、 所 得 税 課 税 に お い て は 非 課 税 と し 、 法 人 税 課 税 所 得 計  

 算 上 は 益 金 不 算 入 と す べ き で あ る 。  

  

 

３．社会医療法人の行う医療保健業の収益事業除外における業務区分撤廃  

 

 

 社会医療法人が行う医療保健業のうち、法人税法上の「収益事業」から  

除外されるものは本来業務に限定されている。社会医療法人の行う医療保  

健業は、医療法上の業務区分にかかわらず、すべて法人税法上の「収益事  

業」から除外していただきたい。  

（法人税法第７条、法人税法施行令第５条第1項第２９号チ）  

 

 
 [理 由]   
   社会医療法人の業務のうち、本来業務とされているのは、病院、常勤  

  医師又は歯科医師のいる診療所、介護老人保健施設に限定されている。  

    これは、医療法人の設立にあたってこれらのいずれかが必須という意  

  味での位置づけによるものである。 

    本来業務以外のもののうち、医療法人が行うことができる業務が附帯  
  業務、さらに社会医療法人のみが行うことができるものが収益業務とい  
  う区分になっている。  

 

社会医療法人が発行する社会医療法人債の利息を全額非課税として

いただきたい。  

 



 
 

    このように、医療法上の業務区分は、法人類型上必要とされるものと  
  なっており、事業の内容と必ずしも一致していない。  

    よって､附帯業務には巡回診療所やへき地診療所の開設等も含まれる  
  など、公共性・公益性の面において必ずしも本来業務に劣るとは言えな  
  い。  

    社会福祉法人においても社会福祉法上の事業分類（社会福祉事業、公  
  益事業、収益事業）は､医療保健業の収益事業除外の要件とはなっていな  
  い。本来業務、附帯業務、収益業務のうち、医療保健業に該当しないも  
  ので、法人税法上の他の３３収益事業に該当するものは､収益事業として  
  課税対象となるものであり、社会医療法人のすべての事業が収益事業か  
  ら除外されるわけではない。  

    したがって、社会医療法人が行う医療保健業は、すべて法人税法上の  
  「収益事業」から除外すべきである。  

 

 

 ４．社会保険診療報酬等の非課税に伴う控除対象外消費税問題の抜本的な  
  解決  
 

 

 控除対象外消費税問題の解消のため、医療および介護に係る消費税につ  
いて、社会保険診療報酬および介護報酬の非課税を見直し、消費税制度に  
合致する原則として課税に改められたい。  
（消費税法（昭和６３・１２・３０法律１０８）第６条、第３０条、別表

第一関係）  

 

 
 [理 由] 

   医療機関は消費税の上乗せされた医療機器や医薬品、医療材料、消耗  

  品等を購入しているが、医療が非課税であるため仕入税額控除を通じて  

  仕入税額の還付を受けることはできない。他の非課税事業者ならば、こ  

  の仕入税額分を商品価格に転嫁して回収できるのに対し、医療の対価は  

  法令上、社会保険診療報酬として決定されているという特殊性があり、  

  転嫁することもできない。  

   これをカバーするため、社会保険診療報酬には仕入消費税相当額を補  

  填することとされているが、補填の十分性や医療機関ごとの補填のばら  

  つきの大きさが課題となっている。 

   特に病院は高額な設備投資を行うことが多いため、補填不足が生じや  

  すい。中央社会保険医療協議会・診療報酬調査専門組織「医療機関等に  



 
 

  おける消費税負担に関する分科会」において、平成３０年７月に公表さ  

  れた「消費税率８％への引上げに伴う補てん状況把握結果」によれば、  

  病院の補填率は８５％であり、１５％もの補填不足が生じている。  

   こうした状況に対し、与党の平成３１年度税制改正大綱においては、  

  「所管省庁を中心に、実際の補填状況を継続的に調査するとともに、そ  

  の結果を踏まえて、必要に応じて診療報酬の配点方法の見直しなど対応  

  をしていくことが望まれる」との記載がなされた。これらの措置により、 

  全体としての補填不足や補填のばらつきについて、是正が進むことが期  

  待される。  

   しかしながら、そのような画一的補填方式には個々の医療機関の仕入  

  税額が考慮されていないことから、どれほど補填方法を精緻化しようと  

  も、税負担の不公平性は解消し得ない。そもそも、消費税非課税制度と  

  診療報酬等の公定価格制度は、その目的を異にする以上、消費税問題を  

  診療報酬の改定によってカバーする方法にはおのずと限界がある。  

   この問題の抜本的解決のためには、病院にかかる社会保険診療報酬等  

  に対する消費税を原則として課税に改め、仕入税額控除を認めるほかな  

  い。  

 

 

５．固定資産税の非課税範囲の拡充  

 

 

 社会医療法人の「救急医療等確保事業の用に供する固定資産」に対して  

は、固定資産税が非課税とされているが、非課税の範囲を「医療の用に供  

する固定資産」全般に拡大していただきたい。  

（地方税法第３４８条第２項第１１号の５、地方税法施行令第５０条の３  

の２、地方税法規則第１０条の７の７） 

 

 
  [理 由] 

   平成２１年度税制改正により「社会医療法人が直接救急医療等確保事  

  業に係る業務の用に供する固定資産」は、固定資産税が非課税とされた  

  ところである。  

   社会医療法人は法人単位で認定を受けるものであるため、認定対象と  

  なった施設以外の医療施設にも高い公益性が認められる。  

   今後、非課税の範囲をこうした医療施設全般に拡大していただきたい。 


